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⑴基本理念

① 死因究明の推進は、死因究明が死者の生存していた最後の時点における状況を明らか
にするものですから、死者とその遺族等の権利利益を踏まえてこれを適切に行うこと
が、生命の尊重と個人の尊厳の保持につながります。

② 死因究明の推進は、高齢化の進展等の社会情勢の変化を踏まえ、人の死亡が犯罪行為
に起因するものであるかどうかという判別の適正の確保、公衆衛生の向上その他の死
因究明に関連する制度の目的を適切に実現することに寄与します。

③ 身元確認の推進は、遺族等に死亡の事実を知らせること等を通じて生命の尊重と個人の
尊厳の保持につながるとともに、国民生活の安定及び公共の秩序の維持に寄与します。

⑵推進計画の全体構成

１　法医学に関する知見を活用して死因究明を行う専門的な機関の全国的な整備

○政府では、
関係府省庁間の施策の管理・調整等を行う
体制を構築し、施策の実施状況を検証・評
価・監視します。

※関係府省庁…内閣府、警察庁、総務省、法務省、文部科学省、
厚生労働省、海上保安庁など　　　　　　　　　

○地方公共団体では
⑴「死因究明等推進協議会（仮称）」を設置して、知事部局、都道府県警察、都道府県医
師会、都道府県歯科医師会、大学等が協議する場を設けること
⑵ 死因究明等に係る専門的機能（薬毒物検査、死亡時画像診断その他の検査や解剖な
ど）を有する体制の整備に努めること
が期待されています。

２　法医学に係る教育研究の拠点の整備

○大学における死因究明等に係る人材育
成の促進を図り、教育及び研究の拠点
整備のための取組を支援していきま
す。

３　死因究明等に係る警察等の職員、医師、歯科医師等の人材の育成・資質の向上

○警察官、海上保安官に対する研修等の充実を
図っていきます。
○医師を対象にした専門的な死体検案研修の充実
を図り、研修を修了した医師が警察等の検視・
調査への立会い・検案を実施できるように努め
ていきます

７　遺伝子構造検査、歯牙調査等の身元確認のための科学的調査の充実、データベースの整備

○身元確認に資する歯科診療情報の標準化のため
の事業を実施していきます。
○DNA型情報及び歯科所見情報の活用を図って
いきます。

８　死因究明により得られた情報の活用、遺族等に対する説明の促進

○明らかになった死因がその後同種の被害を発生
させるおそれのあると判断されるものは、必要
に応じ、他の関係行政機関に通報していきま
す。
○遺族等に対しては、第三者のプライバシーの保
護等に留意しつつ、丁寧な説明に努め、死者に
ついての情報を知りたいという遺族の気持ちに
できるだけ応えられるよう努力していきます。

４　警察等における死因究明等の実施体制の充実

○検視官の現場への臨場率の向上
を図っていきます。
○必要な薬毒物定性検査が迅速か
つ的確に実施できるよう、科学
捜査研究所の体制整備に努めま
す。

５　死体の検案・解剖の実施体制の充実

○小児死亡例に対する死亡時画像診断の情報を、
日本医師会に委託してモデル的に収集・分析し
ていきます。
○医師の行う死体検案に際して必要な検査・解剖
を明らかにするための研究を推進し、異状死
　死因究明支援事業等を活用して、必要な費用を
支援していきます。

６　薬物・毒物検査、死亡時画像診断等の死因究明のための科学的な調査の活用

○薬毒物検査について、更なる充実を図っていき
ます。
○死亡時画像診断に関する研修と活用について、
更なる充実を図っていきます。

3 ３つの基本理念 4 ８つの重点施策  ※主な取組のみを抜粋


